
南九州市告示第 62 号 

 

南九州市景観推進事業補助金交付要綱を次のように定めた。 

 

令和４年３月25日 

 

南九州市長  塗 木 弘 幸    

 

南九州市景観推進事業補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この告示は，南九州市景観条例（令和４年条例第７号。以下「条例」と

いう。）第22条２項の規定に基づき，一定の区域における景観形成を図ること

を目的として活動している団体の活動に対し，予算の範囲内において南九州市

景観推進事業補助金（以下「補助金」という。）を交付することに関し，南九州

市補助金等交付規則（平成19年南九州市規則第42号。以下「規則」という。）に

定めるもののほか，必要な事項を定めるものとする。 

 （補助対象団体） 

第２条 補助の対象となる団体は，南九州市で景観形成活動を行う団体であって，

次に掲げる要件を満たすものとする。 

 ⑴ 条例第21条第１項の規定により認定を受けた景観づくり団体（以下「景観

づくり団体」という。）及び景観づくり団体の認定を目指す団体，条例第６

条の規定に基づき指定された景観形成重点地区その他必要な地区（以下「景

観形成重点地区等」という。）の居住者で構成された団体又は市長が特別に

認めた団体であること。 

 ⑵ ５人以上で構成された団体であること。 

 ⑶ 宗教活動又は政治活動を行う団体でないこと。 

（補助対象活動） 

第３条 補助金の交付対象となる活動は，次に掲げる景観形成活動に要するもの

とする。 

⑴ 良好な景観の保全又は創出に関する活動 

⑵ 良好な景観を地域資源として活用するための活動 

⑶ 美しい景観づくりに関する普及啓発及び人材育成活動 

⑷ 景観形成重点地区等の指定に向けた会議や調査活動及び地域景観計画策定

に関する活動 



⑸ その他市長が認める活動 

（補助対象経費） 

第４条 補助の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は，別

表に定めるとおりとする。ただし，次のいずれかに該当する経費は補助対象経

費から除くものとする。 

 ⑴ 団体の恒常的な経費及び飲食費等推進事業の直接経費と認められない経費 

 ⑵ 土地，建物，設備等の購入費又は整備費 

 ⑶ その他不適切と認められる経費 

２ 補助対象経費は，国，地方公共団体，公共的団体等から他制度による助成を

受けるときは，当該助成額を補助対象額から控除するものとする。 

（補助金の額及び交付回数） 

第５条 補助金の額は，補助対象経費を合算した額の10分の10以内とし，20万円

を限度とする。 

２ 補助金の額に1,000円未満の端数が生じたときは，その額を切り捨てるもの

とする。 

３ 補助金の交付は，１団体当たり会計年度で１回限りとし，連続する３年度を

限度とする。 

（補助金の交付申請） 

第６条 補助金の交付を受けようとする景観づくり団体は，規則第３条に規定す

る書類に事業実施団体概要調書（別記様式）を添えて市長に提出しなければな

らない。 

 （実績報告） 

第７条 補助事業が完了したときは，規則第14条に規定する補助事業等実績報告

書及び収支精算書に，次に掲げる書類を添えて市長に提出しなければならない。 

 ⑴ 請求書及び領収書の写し 

 ⑵ 実施内容の把握できる図書等 

 ⑶ 事業の成果を証する写真等 

（概算払） 

第８条 市長は，補助金の交付の目的を達成するため必要があり，かつ，財政経

理上支障がないと認めるときは，交付決定額の10分の８以内で補助金の概算払

をすることができる。 

（市への協力） 

第８条 補助金の交付を受けた景観づくり団体は，市が行う景観形成事業及びま

ちづくり事業に対し，積極的に協力するものとする。 

（その他） 

第９条 この告示に定めるもののほか，必要な事項は市長が別に定める。 



附 則 

この告示は，令和４年４月１日から施行する。 



別表（第４条関係） 

補助対象経費 内  容 

報 償 費 講師，専門家等への謝礼 

旅 費 講師，専門家等の交通費及び宿泊費 

消 耗 品 費 事務用品，用紙の経費等 

印 刷 製 本 費 文書，帳簿，報告書，チラシ等の作成及び写真の現像等の経費 

燃 料 費 機材，車両等の燃料 

食 糧 費 お茶等（現地調査時や作業時の熱中症対策による飲料に限る） 

役 務 費 通信運搬費，保険料及び手数料等 

使 用 料 及 び 

賃 借 料 
会場使用料，車両・機器等の賃借料 

原 材 料 費 事業に直接使用する主要材料，副資材等の購入費 

そ の 他 その他事業の実施に要する経費で市長が特に必要と認める経費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別記様式（第６条関係） 

 

事業実施団体概要調書 

 

団 体 名 
 団 体 設 立 

年 月 日 

 

代表者氏名 

住所・電話 

 

 

事 務 局 

住所・電話 

 

 

会計担当者  

会 員 数  会 費  

入会資格等 
 

 

団 体 設 立 

目 的 

 

 

 

 

 

 

これまでの 

活 動 実 績 

  

  

  

  

  

  

添 付 書 類 

１ 会員名簿 

２ その他（会則・規約・組織体制図等） 

 

 



地域現状と課題及び今後の取組み等 

 

項目 具体的内容 

⑴ 地域の現状 

 

 

 

 

 

 

 

（地域の現状について総括的に記入してください。） 

①地域の概要（地域の特色，自治会体制，区域など） 

②地域を取り巻く状況（地域の景観の状況，不適格建造物等の状況） 

 

 

⑵ 地域の課題

と対応策 

 

 

 

 

 

（今回の事業計画やこれまでの活動を踏まえて記入してください） 

①地域の課題や個別の建造物などの課題について記入してください。 

②対応策や今後の進め方について具体的に記入してください。 

 

⑶ 事業の内容 

 

 

 

 

予定される事業の内容（ワークショップの回数，事業の種類など） 

⑷ 事業実施後

の取り組み

（景観形成重

点地区等の指

定に向けた取

り組み） 

 

 


